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１．研究の概要 

3.11 以降、科学的情報発信はしかるべき所から一本化してと言われ、科学者が個々に発信するのは批

判された。我々は 3.11 以降の放射線関連の Twitter(現 X)上での情報拡散について調べ、事故直後は科

学的情報発信およびメディアグループと感情的情報発信グループが拮抗していたが、3 月末には感情

的情報発信グループが過半数を占めるようになり、その状態はその後長きにわたり続いた 1)。その結

果、低線量放射線の影響に関する誤った情報が大勢を占めるようになり、福島の多くの方の不安要因

の一因となったと推察された 2)。この経験から、我々は SNS 時代に即した科学的情報発信法の研究は

重要と考え、科学的情報発信法の研究を進めてきた。その研究成果をホームページ（HP）で広く紹介

することとし、Tweet 内容のファクトチェックを進めつつ、次のクライシスに向けて、SNS 時代に即

した情報発信体制の研究を進めた 3,4）。また、保健物理学会が立ち上げた「専門家が答える暮らしの放

射線 Q&A」の活動内容分析と得られた教訓についても解析した 5)。 

分担研究班では、SNS 上の情報拡散に関するシミュレーションにより、科学的情報発信をするイン

フルエンサーを強化するためには、インフルエンサーを支持する層の強化や、中立的なインフルエ

ンサーの立場を事実志向に転換させることで、感情的な情報の拡散を約 4 割まで抑制できることが

示された 6,7）。また、近年マスコミによる「グレー記事」の発信が健康リスク認知に影響を及ぼす可

能性が指摘されていることから、日本の放射線問題に関してもマスコミの SNS 情報発信について調

査を行い、主要メディアに対する返信やリツイートが特定のアカウントに集中する傾向が確認され

た。並行して、福島 1F 事故と COVID-19 パンデミックという危機発生時の Twitter データ上の国民

の感情分析を比較し論文化した 8)。 

 

２．研究期間内に実施した内容 

年目／実施年度 実施した内容 

１年目 これまでの解析に基づき、Twitter データのファクトチェックと確認結果の発信準
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令和４年度 備を行った。また日本リスク学会の企画セッション「SNS 時代のクライシス時の

科学的情報発信のあり方を考える」が採択され、オーガナイザー：村上・宇野、コ

メンテータ：林岳彦（国立環境研究所）で坪倉は「twitter での情報拡散に関する特

性」、宇野は「福島の避難行動に影響を与えた情報とファクトチェック」、鳥居は

「SNS 時代の科学情報発信に関する提言」を発表し、学会関係者のコメントをい

ただいた 3)。 

チェルノブイリ関連 tweet を抽出し、retweet の多い順に精査した。特に子どもへ

の健康影響についての記述に関連した物が多く、本来はその後のソ連崩壊の影響

や地域特性等考慮すべきではあるが、すべては放射線の影響として発信されてお

り、大半がフェイクあるいはミスリーディングと判定された 2)。また近年、Twitter

データの感情や空気感を測る試みが可能となり、解析ができるようになった。2011

年 3 月の東京電力福島第一原子力発電所事故直後は、「混乱」の値が非常に大きか

ったが、2012 年内にはほぼ落ち着いており、2013 年以降は大きく減少した。この

傾向は、「緊張」、「抑うつ」、「怒り」のネガティブな感情でも同様であった。一方

で、これらの 4 つの感情とは逆の動きをしているのが「活気」の感情であり、2013

年前後で増加していた。福島の各地域での感情解析の推移が進められていて、会

津、中通りに比べ浜通りで正の感情価を持つ tweet の割合は 2017 年でも増えてい

なかった。更に、ポジティブに転換のきかっけとなった tweet 内容から福島の復興

に役立つ情報が得られないか研究を進めている。保健物理学会が立ち上げた「専

門家が答える暮らしの放射線 Q&A」の活動内容分析と得られた教訓についても解

析し、論文化して紹介した。 

２年目 国際学会(ICRP)に、これまでの研究結果を報告した。鳥居はこれまでの研究か

ら得られたSNS時代の科学的情報発信法について、宇野はチェルノブイリ事故関

連の放射線の健康影響に関するtweetのファクトチェックの結果について報告、海

外の研究者からも評価を得た。 

ホームページ（https://radiation-sns.com）は2024年2月半ばに公開、研究者や高校

生、大学生らにも紹介した。ホームページの理念は、若者たちが気軽にアクセス

し、見やすく、素早い反応が寄せられ、それに科学者が応えられるページとした。

スマホでも気軽に読んでもらえるように、PCのみならずスマホでの表示にも対応

したページとした。さらにこれまでの研究成果から、発信者の顔が見えることが

重要と考え、執筆者は顔出しをするようにした。特に第2回東日本大震災・原子力

災害学術研究集会での発表後の反応は数多くあり、高校生を含め読みやすいとの

感想が多かった。また記事の内容や、福島事故に関する質問も寄せられている。

特に、「なるほど」「質問してみる」などの双方向性を担保する技術的仕様ボタン

を作ったことは読者の評判もよく、記事ごとの反応も日毎に集計可能なシステム

とした。HPを公開して寄せられた質問に、班員が素早く科学的に適切に答えてい

く体制の確立も大変ではあるが、双方向コミュニケーションによって相手に寄り

添い、信頼を得るために大切であると考え体制を整えた。 

また、小林を中心として福島原子力事故とコロナ禍との公衆衛生的危機を比較

し、Twitterから政府、専門家、医療従事者、メディアに関する投稿を抽出し、関係

令和５年度 
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者に対する一般市民の態度を評価し分析したところ、福島事故では政府とメディ

アへの不信感が長期化したのに対し、コロナ禍では医療従事者への感謝が強く、

政府・専門家への評価も改善していたことが明らかとなった。 

３年目 HP へのアクセスを調べた。第 2 回東日本大震災・原子力災害学術研究集会発表

後一定のアクセスが認められたが、それ以降はアクセス数の伸び悩みが顕著であ

った。その後リスク学会や福島関係に名刺カードを配って宣伝し一定の反応が得

られたものの、限定的であった。記事内容は班員が分担して執筆し、記事のそれ

ぞれの評判は良かったが、班員それぞれが本務に忙しく、更新・追加が十分でな

かった。HP にアクセスした人の、閲覧ページ数は多くはなかったが、平均セッシ

ョン時間は 4 分と長めで記事の内容を読み込まれていた様子が伺えた。内容的に

は「マスコミの両論併記」へのアスセス数が最大であった。これらの結果をふま

えて、クライシス時に必要な情報発信体制の構築という目的のためには、HP を一

般の方を対象とするのでなく、科学者および放射線影響などに興味を持つ人に、

まずは対象を絞り込む方が良いと考えられた。 

分担班の SNS 上の情報拡散に関するシミュレーション研究により、中立的なイ

ンフルエンサーの立場を事実志向に転換させることで、感情的な情報の拡散を約

4 割まで抑制できることが示された。 

更に処理水、汚染水、トリチウムを含む tweet について追跡、処理水放出に肯定

的、否定的、中立の判定をおこなった。2011-2019 年ぐらいまでは大半が汚染水と

いう言葉であり、否定的内容が多かったが、2020 年から処理水という言葉の割合

が増えた。特に処理水放出による韓国や中国の反発に対して、自国の原発から桁

違いに多い量の処理水を放出しているではないかとの反発が大きく肯定的 tweet

の増加が認められた。 

令和６年度 

 

３．研究終了時に得られた結果・結論 

① 研究結果・結論（総括）・成果など 

我々は 3.11 以降の放射線関連の Twitter(現 X)上での情報拡散について調べ、事故直後は科学的情報

発信およびメディアグループと感情的情報発信グループが拮抗していたが、3 月末には感情的情報発

信グループが過半数を占めるようになり、その状態はその後長きにわたり続いた。その結果、低線

量放射線の影響に関する誤った情報が大勢を占めるようになり、福島の多くの方の不安要因の一因

となったと推察された。この経験から、我々は SNS 時代に即した科学的情報発信法の研究は重要と

考え、科学的情報発信法の研究を進めてきた。その研究成果をホームページ（HP）で広く紹介する

こととし、tweet 内容のファクトチェックを進めつつ、次のクライシスに向けて、SNS 時代に即した

情報発信体制の研究を進めた。 

近年多様な SNS が出現し、目的によって使い分けられている。令和６年経産省の通信白書による

と、緊急時にアクセスしたメディアでは Twitter(X)の利用率は若い人ほどおおく、今なお Twitter は

緊急時の科学的情報発信の手段として重要と考え、研究を進めてきた。今回 HP を立ち上げ、科学的

情報発信に伴う問題点や、ファクトチェックなどを行った結果を紹介してきた。HP を訪れた方の評

価はそれなりに得られたが、HP へのアクセスは限定的であった。議論の結果、現段階では、3.11 直
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後はできていなかった幅広い分野の科学者の連携を第一に、高関心層の市民を巻き込んで、中核と

なる発信体制強化体制を組むのが合理的ではないかとの結論に達した。 

3.11 以降拡散した放射線関連の Twitter データの解析を引き続き行い、SNS 上の情報拡散に関する

シミュレーションにより、インフルエンサーをサポートする層の強化により、科学的情報発信層の

強化ができること、また中立的なインフルエンサーを事実志向に転換させることで、感情的な情報

の拡散を約 4 割まで抑制できることが示された。 

このように、3.11 以降、福島でのリスクコミュニケーションに関わった研究者と、情報の専門家が

連携して Twitter データをもとに、ネットワーク解析やファクトチェック、感情の推移などの研究を

進めてきた我々の研究は、他に類を見ない研究と推察される。現在では入手不能な 1 億件にのぼる

Twitter データを活用して、研究をさらに進めたい。 

 

② 計画・目標通り実施できなかった事項とその理由 

これまでの研究成果をもとに、その理念を反映した HP を令和 5 年度末に立ち上げた。議論を深め

て、スマホでも対応できるような若者にも親しみやすい HP としたが、期待したほどアクセスが得ら

れなかった。関係の学会や、福島関係者への働きかけの後は一定のアクセスの上昇が認められたが、

限定的であった。また、HP の宣伝周知に Twitter を活用し、かつ情報拡散のデータをリアルタイムに

取得して検証する計画については、Twitter 社の X による買収でプラットホームの大幅な変更がなさ

れて科学者向けのサービス提供が廃止となったことの影響を受け、断念を余儀なくされた。数億人が

利用する情報基盤がかくも簡単に一人の実業家の胸三寸で変容することは SNS 社会の流動性・危険

性として認識しておく必要がある。また、当時のインフルエンサーに HP の宣伝への協力を仰いだも

のの、当時と影響力や関心が変化していて叶わなかった。そもそも、クライシス時でなく放射線の話

を世間が忘れつつある平時において、無関心層に無理に情報伝達を試みること自体が、却って逆効果

なのではないかという議論もリスク学会で聞かれた。特に福島では、市民層の間に、放射線影響につ

いては、避ける傾向もある。これらの経験から、本来の目的である、クライシス時の科学的情報発信

に力を発揮するネットワークの形成には、幅広い分野の科学者同志のネットワーク形成と、放射線や

福島問題の高関心層に働きかける方が効果的であると考えた。 

これらの研究成果も踏まえて、今後は幅広い分野の研究者のネットワーク形成と、高関心市民層へ

の働きかけに方針をシフトすることとした。 

 

③ 当初の計画で予定した成果以外（以上）に得られた事項 

本研究班での使命は、HP に関連の原稿を掲載し、また読者からの Q&A に素早く応える体制の確立

である。予備的に生成 AI を使って Q&A に対する模範解答を求めたところ、専門的観点から考えて 4

件のうち 2 件は評価に耐えるものであり、少し手直しすれば使えたが、2 件は十分でなかった。この

ように AI をうまく使えば、解答作成時間を大幅に短縮できる可能性が示唆された。緊急時には、科

学的に信頼できる情報をどんどん発信していく必要がある。また AI は日夜進化している。科学者が

内容を検証しつつ、いくつかの AI の特性を把握し、活用の可能性を平時から検証しておくこと、ま

たその活用法について経験を積んでおくことは、重要である。 

 

４．研究成果の活用方策の提案 
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本研究をさらに発展させる新たな研究や事業化の提案 

本研究を通じて、クライシス時に科学的情報発信を確実なものとするための体制の確立には、まずは

幅広い分野の異分野科学者連携の体制を確立することおよびそれを支持する、高関心層の市民を書き

込んだ体制の確立が重要と考えた。HP からの働きかけも、一般市民を対象とするよりは、放射線影

響などに高関心を示す市民の取り込みの方が効果的と考えられた。そこで、HP にアクセスした方々

には HP 更新情報を送り、長くつなぎとめるシステムを追加することを新たな研究班では提案してい

る。 

また、今回現役の研究者は、なかなか執筆時間を確保できないことで、HP の記事の充実に苦労した

ことから、2025 年度のチームには科学的知識も豊富な各分野のシニアを巻き込んだ情報発信体制の

構築を考えた。さらに、前述のように、この数年日進月歩の生成 AI を、特定のものに限定せず、情

報の専門家のアドバイスをえて、我々の目的に合致するものを見極め、また使い方の経験をつんで、

いざという時に、AI を使いこなし、助けをかりて、素早い情報発信を行う体制を準備する。 
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